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ベア献男 13

高年齢従業員と新規に雇用された若年者が
ペアを組んで同じ業務に携わることにより、

若年者への技能継承に取り組む。

口 弱 別

高年齢者

長年始つた知識や技能を

若年者に継承できる方。

(55歳以上)

新たに正社員として

新規雇用した方。

(15歳～30歳まで)

若年者

在籍2年以上の正社員で

高年齢者とともに

若年者を指導できる方。

(31歳～54歳ま0

中堅者
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1社2ペアまで申請可能

その他
追加取組あり
●65歳を超える高齢者雇用
確保措置の実施

。「働き方の改善にかかる
制度」の新たな導入

お問い合わせ・お申し込みについては

助成金

25～■0万円支給

ペア就労
1組につき

著鷹 !百

予算には限りがあり、年度途中でも事業が終了する

場合がありま硯

公益財団法人

沖縄県産業振興公社
団
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産業振興部 産業振興課
田田B http:〃okinawa‐ ric.jp/
皿 098‐ 359‐6233
m ski[[@。 kinawa‐ ric.or.jp

Okinawa industry Promotion Public Corporation   〒9o牛 0152那覇市小禄1831‐1沖縄産業支援センター4F

一
〓

|〕

ベフ献男

上記ペア就労に中堅者が加わって3者で
ペア就労を行う。
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お気軽にお問い合わせください 金 098‐ 859‐ 6239 国 蔵盛。長嶺・富川



生涯現役スキル活用型雇用推進事業

助成金要件日申請フロー
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300人以下の県内中Jヽ企業である
企業には個人、特例社団法人、一般社団法人、公益社団法人、特例財団法人、一般財団法人、

公益財団法人、医′寮法人、学校法人、社会福祉法人、労働組合、協同組合、協業組合等含む
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対象企業START!

現在30歳以下の方を正社員で

7か月※以内に雇用をした
※申請時点となります

55歳以上で、長年の知識・経験などの

スキルがあり、指導できる従業員がいる

(D属託・パート可 ※要雇用保険加入)
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65歳を超える 高齢者

雇用確保措置を実施している

例 :定年の廃止、66歳以上の定年制度
66歳以上の継続雇用制度の導入等

(受付 :沖縄県産業振興公社 )

申請受付 劃

「働き方の改善にかかる制度」 |

を新しく事業所に導入する !「
田四‐

計画を立てる     .

申請書、雇用契約書、雇用保険被保険者資格駅得等確認通知書

登記簿、定款、就業規則、納税証明書、誓約書

時間外 体日労働に関する協定届 (36協定)等
言ヤしくlょ
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「働き方の改善に

かかる制度」の導入

※導入した実績を確認します
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追加取組1社につき5万円

人

組
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1ベフ

若等著

追加取組1社につき5万円

31歳以上55歳未満 К 在籍2年以上の

中堅を指導に加えることができる(正社員)
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高年齢者

着年書
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取組状況

を確認 !

現
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スロート
ベフ献労

2者または 3者での

ペア就労
(3か月間 )

審 査
計画承認
(沖縄県)

冑ュ語書
③

40～ 11月 (予定 )

経営者・

人事担当者向け

実績報告書提出
(受付 :沖縄県産業振興公社 )
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査
助成全確定

(沖縄県 )

2～3月 (予定)

経営者 .人事担当者向け

報告会参加
助成金受給
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